
鉛蓄電池・リチウムイオン電池の

開発で培った技術力を、

社会インフラ成長の柱へ。
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■  業績推移

2022 2023 2024
（予想）

2025

営業利益率（％）

営業利益（億円）売上高（億円）

2026（年度）

　第六次中期経営計画では、組織再編を通じて、事業戦略と実行体制の連動を高めてきました。
常用分野では、市場拡大に向け組織やリソースを再配置。非常用分野では、顧客起点の組織運営によって、既存事業の収益力
を高めました。その結果、売上高、営業利益ともに着実に拡大しました。
　一方、私たちの事業環境は急激に変化しています。これまでの延長線上だけでは、その変化を成長につなげることはできま
せん。こうした変化から生まれる事業課題を新たな挑戦の機会へ変えるためには、組織のさまざまな層から変革行動が生まれ
続ける状態をつくることが重要です。そのために、事業部で人材戦略を策定・実行する「100年人材プロジェクト」を立ち上げ、
私たちの事業競争力の源泉が、人・チーム・組織にあることを発信し、あらゆる層で挑戦しやすい環境づくりにも取り組んでき
ました。一人ひとりが新たな役割に挑み、そこで得た経験を次の挑戦へとつなげていく。数字の成果に加えて、こうした挑戦の
基盤が整いつつあることも、第六次中期経営計画の大きな成果と考えています。

市場の変化を見据えた組織再編で事業課題を挑戦の機会に変える

　第七次中期経営計画は、第八次中期経営計画での飛躍に向けた足固めの3年間と位置付けています。既存事業の成長と収
益力の向上を続けながら、今後大きな成長が期待される領域への戦略的投資を進め、事業ポートフォリオをさらに強化してい
きます。
　その成長領域のひとつが蓄電システム（ESS）です。再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、その重要性はますます高まっ
ています。私たちは、経済安全保障推進法に基づく供給確保計画の認定を受けて茨城県に新工場を立ち上げ、リチウムイオン
電池セルからESSシステムまでを一貫生産する体制を構築します。これは、単なる生産能力の増強ではありません。世界的に
地政学リスクやサプライチェーンへの不安が高まる中、信頼性の高い製品を国内で生産し、安定して供給できることそのもの
が、私たちの競争力になると考えています。さらに、次世代リチウムイオン電池セルの技術優位性を活かして国内シェアを拡大
し、その先には海外市場への展開も見据えています。

日本の社会インフラを支え続ける品質を、さらに磨き、確かな競争力へ
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■ 国内での高いプレゼンス
■ 全国に広がるサービス網と
    コトづくりによる安心・安全の提供
■ 設計から製造・施工、メンテナンスまで
　 の一貫体制（All in one）
■ 多様な人材

■ 再生可能エネルギー市場の拡大に伴う
    環境配慮製品の需要拡大
■ BESS（Battery Energy Storage System）
    の市場成長

■ 再生可能エネルギー市場での
    海外競合の進出
■ 中国のリチウムイオン電池メーカーの
    日本進出

強み

機会

リスク
第五次中期経営計画 第六次中期経営計画 第七次中期経営計画

株式会社 ＧＳユアサ
取締役/産業電池電源事業部長

中村 泰之

　もうひとつの成長領域がAIデータセンター（AIDC）です。デジタル化の進展を支えるインフラとして大きな成長が期待され
る一方、グローバルメーカーとの競争も激しさを増していきます。そこで、営業・開発・製造まで、世界最適の視点でリソースを
配置し、グローバル市場で需要を確実に獲得できる体制を構築していきます。
　ESSもAIDCも、私たちが目指すのは、価格とは違う競争力で勝つことです。長い歴史の中で実証し、培ってきた安全性や耐
久性をさらに磨き、他社が容易に真似のできない高付加価値な製品を生み出す。価格ではなく、価値で選ばれることで競争優
位を築いていきます。
　こうした成長戦略も、実行できなければ意味がありません。QMS（品質マネジメントシステム）の強化や設備投資、そして、
それらを支える組織づくりを着実に進め、成長市場で勝ち抜くための力を高めていきます。
　既存事業をさらに強くしながら、新たな事業を育てていく。そのための事業基盤・品質基盤をこの3年間で確かなものにし、
第八次中期経営計画でのさらなる飛躍につなげていきます。

　産業電池電源事業は、電力、通信、データセンター、防災、鉄道、物流など、社会を支えるさまざまな領域に関わっています。
私たちは、事業を通じて長年にわたり、さまざまなステークホルダーと連携し、社会インフラを支えるパートナーとして実績を
積み重ねてきました。その背景にあるのは、長い歴史の中で培い、実証してきた品質と技術です。車載用や定置用蓄電池など、
過酷な環境で磨き上げてきた耐久性。そして、電池の高いエネルギー密度や出力密度を実現する技術。
　社会インフラを支える製品だからこそ、私たちは単なるコストパフォーマンスの追求にとどまりません。本来求められる品質
と耐久性を徹底して追求し、その積み重ねが企業としての強さにつながると考えています。
　脱炭素やエネルギー安全保障、デジタルインフラの強化など、社会は今大きな転換期を迎えています。政策動向や制度整
備、社会からの要請を的確に捉えながら、必要な投資を先行して実行し、これまで培ってきた技術と信頼を、社会課題の解決と
新たな成長につなげていきます。
　さらに、事業の成長によって生み出した力を、次の開発や新たな事業へと投資する。そうした成長の循環をつくることで、事
業を現在とは異なるステージへ押し上げていきます。
　社会を支えることを、私たち自身の成長へ。Vision 2035の実現に向け、歩みを進めていきます。

社会の発展と一線上に捉えた事業成長

事業別戦略 ー 産業電池電源事業
～社会インフラの成長をけん引する当事業の役割～

特集

※2026年度は一部売上高、営業利益を鉛蓄電池事業(海外)から変更

価値創造に向けた「事業戦略および基盤戦略」 価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」

社会インフラ
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［脱炭素社会の実現を支える］
再生可能エネルギーの主力電源化
を支える国産ESS戦略

　脱炭素化の進展を背景に、ESSは再生可能エネルギーの有効活用と電力系統の安定化を支える重要な社会インフラとし
て、市場成長が見込まれます。一方、供給面では海外メーカーの存在感が高まる中、ESSに求められる価値も変化しています。
社会インフラとしての重要性が高まるにつれ、価格競争から、安全性や信頼性、安定供給能力、さらにはサプライチェーンの強
靱性を含めた多角的競争に移行すると想定しています。

出典：第3回GX実現に向けた専門家WG配布資料 内閣官房(2023年11月8日)を
　　 基に当社作成

出典：資源エネルギー庁「第7次エネルギー基本計画の概要」を基に当社作成

事業別戦略 ー 産業電池電源事業
～社会インフラの成長をけん引する当事業の役割～

特集

価値創造に向けた「事業戦略および基盤戦略」 価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」

社会インフラ

第七次中期経営計画における事業方針

■  第七次中期経営計画における戦略

■  成長ドライバー

常用分野 ESS
［競争力を支える］
変化を挑戦に変え、一人ひとりの可
能性が芽吹く組織づくり

事業基盤進化
［データ社会の安定稼働を支える］
AI社会を支える「止まらない電源」の
実現

非常用分野 AIDC

第八次中期経営計画での飛躍に向けた基盤づくりの期間と位置付け、事業機会を確実に捉え、
事業規模の拡大に向けた戦略的投資を推進する。

● AIDC市場での競争優位の確立に向けた戦略的投資
● 競争優位性の高い製品開発

非常用分野（国内・海外）

取り組み

● 旺盛な需要に対応するための生産能力の確保
● 海外販売も視野に入れた販売拡大

常用分野（国内）

再生可能エネルギーの主力電源化を支える国産ESS戦略

■  市場の成長性

　現在、茨城県において年間生産能力2GWh規模の新工場立ち上げを進めています。新工場では、ESS向けリチウムイオン
電池セルから電源システムまでを一貫して生産する国内唯一の体制を構築し、純国産ESSの供給力拡大を図ります。生産能力
は現行比約4倍以上を見込んでおり、製造出荷の目標は2028年10月、事業総額は約703億円、助成金額は248億円(最大)
を予定しています。

■  成長投資

　当社の強みは、電池セルからシステムまでを国内で一貫して開発・生産できる技術力に加え、設計・製造・施工・保守をワン
ストップで提供する総合力、そして全国に展開するサービスネットワークにあります。その基盤には、100年以上にわたり非常
用電源事業で社会インフラを支えてきた実績と信頼があり、高い信頼性が求められるESS市場においても競争力の源泉と
なっています。

■  競争優位性
P.57 P.58 P.59

純国産の一貫生産
セルからシステムまで国内で開発・生産。地政学
リスクに左右されにくい安定供給体制を構築。

高品質・高安全性
100年以上、社会インフラを支えてきた実績を
基盤に、長期運用での安心・安全を提供。

ワンストップ対応
設計・製造・施工・保守まで一貫対応し、全国
サービス網で安定稼働を支援。

次世代製品を投入
お客様の声を開発段階から反映した新型セル
とESSを2028年に上市予定。

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028（年度） 

2,300

230

第一次中計
（2006～2008年度）

第二次中計
（2010～2012年度）

第三次中計
（2013～2015年度）

第四次中計
（2016～2018年度）

第五次中計
（2019～2022年度）

第六次中計
（2023～2025年度）

第七次中計
（2026～2028年度）

経営
統合

■ 売 上 高（単位：億円） 
ー 営業利益（単位：億円） 

リーマンショック

震災復興需要や
太陽光発電向け電源需要増

サンケン電気㈱
事業譲受

1
3

2
4

1.

系統用蓄電池の導入見通し 第七次エネルギー基本計画

GWh
(累計）

年

20％事業化された場合
10％事業化された場合

約23.8GWh

約14.1GWh

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0
2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

年2023
（実績）

2030
（見通し）

2040
（見通し）

2050
（予想）

2050年には
再生可能

エネルギーが
50%を上回る

想定

再エネ

原子力

火力

約36%
～

38%

約23%
約50%
～

60%

約40%
～

50%

約36%
～

38%

産業電池電源事業の取り組み

世界最大規模の
蓄電池設備を納入
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事業別戦略 ー 産業電池電源事業
～社会インフラの成長をけん引する当事業の役割～

社会インフラ

特集

価値創造に向けた「事業戦略および基盤戦略」 価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」

　生成AIの普及を背景に、AIDCの建設が世界的に拡大していま
す。AIサーバーは、従来DCの数倍～10倍以上の電力を消費する
ため、電源設備が重要です。
　蓄電池分野では、GPU※1負荷変動に伴う瞬間的な電力変動を
吸収する機能や、停電時にもシステムを止めない高信頼なバック
アップ電源が求められます。また、電力系統制約への対応が求めら
れる中、UPS※2・BBU※3に加え、今後はBESS※4の採用拡大も見込
まれており、蓄電池市場の中長期的な需要増が見込まれます。
　現在は北米を中心に市場が拡大していますが、日本においても
AIDC関連分野への政策的な後押し※5を背景に、今後の市場成長
が期待されています。

AI社会を支える「止まらない電源」の実現

■  市場の成長性
　ESSやAIDCなど、新たな成長領域への挑戦は、資金と技術だけで実現できるものではありません。私たちの事業部はグ
ループ内でも最大規模の組織であり、多様な人材こそが競争力の源泉です。しかし、戦略や方針を伝えるだけで組織は変わり
ません。一人ひとりがその意義を理解し、自ら挑戦しようと思える環境と組織への信頼があってこそ、変革は前に進みます。
　私たちはその考えの下、成長戦略の一つとして「100年人材プロジェクト」を立ち上げ、人への投資と組織基盤づくりを進め
ています。目指しているのは、一部の人だけが変革を担う組織ではなく、役職・年齢・所属に関係なく、組織のさまざまな層から
新しい挑戦が生まれ続ける組織です。多様な人材の力を引き出し、一人ひとりの挑戦を事業の成長につなげることで、変化を
競争力へと変えていきます。

変化を挑戦に変え、一人ひとりの可能性が芽吹く組織づくり

■  100年人材プロジェクト

■  挑戦が生まれ続ける組織の循環

　当社の強みは、車載用電池分野において自動車メーカーと共に磨き上げてきたリチウムイオン電池技術と、社会インフラを
支える産業電池電源事業で培った電源システムの知見です。これらの強みを融合し、全社横断で次世代ニーズを見据えた新た
なリチウムイオン電池の開発を進めています。開発中の新電池は、車載用や定置用で重視される高いエネルギー密度に加え、
当社が強みとする優れた出力特性を兼ね備えていることが特長です。まずは現行製品で北米市場への展開を進め、その後、新
電池を投入し、国内外においてシェア拡大を目指します。

■  競争優位性

※1 GPU：Graphics Processing Unit、画像処理装置
※2 UPS：Uninterruptible Power Supply
※3 BBU：Battery Backup Unit
※4 BESS：Battery Energy Storage System
※5 2026年7月21日 閣議決定「日本成長戦略」

　AIDCは重要な社会インフラであるとともに、日本の成長戦略を支える重要分野です。当社は、日本の電池メーカーとして
AIDC向け蓄電池の安定供給を担うべき役割があると考え、人材や技術開発への投資を進めています。今後も政策動向や市
場の成長を見据えながら、幅広いパートナーとの連携を通じて中長期的な成長基盤の構築に取り組んでいきます。

■  成長投資

次世代の国産定置用蓄電システム製造工場を茨城県に開設

　当社は、2026年2月に経済産業省より認可された「蓄電池に係る供給確保計
画」※の実行に向け、定置用蓄電システムの製造工場を茨城県に開設します。今
後、2028年10月の供給開始に向けて本工場の整備を進めていきます。
　定置用蓄電システムは、再生可能エネルギー主力電源化に向け、電力系統の安
定化に必要な調整力としての世界的なニーズが高まるほか、再生可能エネルギー
の自家消費やピークカットへの活用、激甚化する災害対応としてレジリエンス強化
などの目的で導入が増加しています。
　当社は、長年培った蓄電池に関する知見を活かした品質および独自の劣化予測技術などをもって、リチウムイオン電池
セルから制御システムまでのすべてを国内で生産しています。長期的な運用に耐えうる安全性と持続可能性を両立した
定置用蓄電システムを供給することで、日本政府が目指す再生可能エネルギーを主力電源とする次世代の電力ネット
ワークの構築に貢献していきます。

TOPICS

信頼と体験機会を起点に、多様な人材の力を事業競争力へつなげる

変革行動が
生まれ続ける組織

1 組織への信頼
「この組織なら、やってみよう」と思える

2 挑戦機会への参加
最初の一歩を踏み出す

3 新たな役割・経験
一段上の役割に挑む

4 成長実感
経験から学びを得る（失敗も立派な経験）

5 事業への接続
挑戦を価値創出につなげる

6 次の挑戦へ
自ら手を挙げて自走し始める
（自律型人材へ）

1 市場機会
生成AI普及と大容量・
安定電源需要拡大

2 現行製品
北米市場へ参入

3 新電池
高エネルギー密度と
高出力特性を両立

4 グローバルシェア拡大
世界屈指の体制で
シェア拡大

A 電池技術
車載・定置用で培った高エネルギー密度と、
高出力特性を活かす。

B 電源システム
社会インフラ向け非常用電源で蓄積した
設計・運用の知見を活かす。

競争優位性

技術融合

電池セル × 電源システム

進化するDCアーキテクチャーに
対応する性能・信頼性を実現

実行体制

世界最適のリソース配置

北米での実績を足掛かりに、グロー
バルなAIDC需要を確実に取り込む

電力供給構造イメージ

発電設備

系　　統

定置型蓄電システム
のグリッド接続
（系統用・再エネ併設）

D
C
の
敷
地
外

D
C
の
敷
地
内

Grid BESS

DC構内 バスウェイ

サーバールーム

Backup
BESS

UPS サーバー
ラック

キャパシタ
／BBU

※経済安全保障推進法に基づき、蓄電池の安定供給確保を図ろうとする者は、その実施しようとする蓄電池等の安定供給確保のための取り組みに関する計画（供給確保
　計画）を作成し、経済産業大臣に提出して、その認定を受けることができる。

● トップ営業  ● 技術開発
● 製造・供給

2. 3.


